
 

 

 

 

 

  
 

みなさまと日光市にとりまして良き年となりますようお祈り申し上げます 
   皆様にはよき新春を迎えられたことと存じます。昨年、父を亡くし新年のご挨拶を失礼いたしましたことをお詫び申し 

上げます。本年の皆様のお幸せと日光市の発展を心からお祈り申し上げます。大変遅くなりましたが１２月議会のご報告 
を申し上げます。紙面の都合で要旨のみとなりますが、お読み下さいますようお願いします。 

 

         平成１７年１２月議会報告 平成 17 年 12 月 8 日開催 

１、市長の政治姿勢について  

①市庁舎全館禁煙を自ら決めておきながら、市長室だけ喫煙していい理由は！？  

健康増進法第２５条の施行により施設管理者は「受動喫煙防止」に務めなければならない規定ができ、日光市は市
庁舎全館禁煙をはじめ関連施設の禁煙を決めたが、6 月議会で市長はお客様次第では市長室で喫煙していることを
認めた。９月議会で再度質問したが喫煙を続けていることが判明した。二社一寺はその木造建築が評価され世界文
化遺産に登録されたわけであり、日光市及び市民は焼失なきよう最大限の対策をとることが求められている。 
〔答弁・市長〕６月及び９月議会で答弁したとおりでございます。（現在も市長室で喫煙。自分で決めたことは守るべきです） 

②市民の財産であるゴルフ株券の一部幹部職員の私的利用の改善は！？  
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
  

 

 

 
各委員からは活発な意見・提言と慎重な審議がなされ、新市に向け有意義な協議会であったと認識している。 

②新市における都市計画税の不公平を合併までになぜ解決しなったのか、審議内容と経過は！？ 

都市計画税は今市市が用途地域のみに課税するのではなく、都市計画指定区域全体に課税し税収を図るべきであっ
たのに、それをせず藤原町と日光市の課税区域を縮小し、年間１億２千万円の減収となった。日光市内でも都市計

画区域に指定されながら課税地域と非課税地域が生じ、新たな不公平を招くことになった。審議内容、経過も含め
てご説明いただきたい。（今市市にきちっと課税すれば新市で１０億円以上の税収が確保できたはず。稲葉） 

  〔答弁・助役〕日光市・藤原町は農業振興地域を除く都市計画区域内課税。今市市は都市計画区域内における用途地域内 

課税で不均等が生じ、合併時から無くそうということで用途地域内課税と決定した。その後、藤原町より今市市との課 

税区域の不均等が提言され合併協議会において協議された。税率・課税区域等について新市にて改めて検討するという 

ことになった。（今市市の都市計画区域は１９,２２５haあるが課税されているのは４％の８１８haのみである。注：稲葉） 

③今市大沢公民館建設の建設資金は新市の負担。事前に相談､協議があったのかうかがいたい！？ 

合併協議では新規事業は凍結が原則。今市市で計画している大沢公民館支所と体育館建設の情報は掴んでいるかう
かがいたい。建設費は約１２億円。目下、設計コンペの最中。今市市の予算で設計コンペをしているのだから問題
はないと今市関係者は言っているが建設は合併後になり、起債その他建設資金は日光を含めた新市の負担になる。 

   〔答弁・助役〕平成１１年度から地元要望で進められてきた事業。各市町村、継続してきた事業はできるだけ実施す 

    るよう調整を図っている。  

３、社団法人 日光観光協会のあり方について  

 

 

 

 

 

４、道路行政に対する市長の考え方と日光宇都宮道路の料金について 
①日光に通じる道は無料が一番いいのでは！？ 

平成１７年５月１２日、所野コミュニティーセンターでの市長懇談会の席上、市長は「霧降有料道路は尐しでも料金 

いなば卓夫     

ニュースレター 
 
 
 
 

 

白黒はっきり！ 

日光市議会議員 

稲葉卓夫後援会事務局  
 
〒321-1404 日光市御幸町 578 

TEL 0288(50)3178  

FAX 0288(50)3181 

携帯 090(2323)0667 

e-mail t-inaba@plum.plala.or.jp 

平成 1８年 1月２５日発行 

（ゴルフ会員権の問題点）株券は足銀の金庫に保管してある有
価証券であり、市有財産・市民の財産である。市有財産を勝手
に使用していたことは違法。私は昨年 6 月議会で質問した翌
日、日光カンツリークラブの責任者と話し、未利用の 23 株分
で日光市民が紹介者なしでもプレーできるように交渉し了解
を得た。しかし、市幹部は引き続き自分たちだけでゴルフを楽
しんでいる。市有財産を職員の名義にしていることは売却する
ことができない固定的な財産にしていることであり、会員権価
格は一時４１００万円になったことがあり、処分していれば２５
口分で１０億円以上になった。現在は約３００万円で時価総額
７５００万円。逸失利益は約９億２５００万円。これが問題。
これからもっと下がったら誰が責任を取るのか。今までの歴史
があるから市で所有継続も検討すべきだが・・。特に市長は平成
14 年 7 月に執行された市長選挙に出馬したときに市職員の身
分は喪失。そのとき返すべきだった。市長さん、直ぐに返還を！  

 

 

 

日光市民が使えるようにすべきであると 6 月議会で指摘した

が 

逸失利益がある。 

 
日光市所有の日光ゴルフ株式会社の株券を無断で一部の
市幹部職員が私的に占有、使用していたことは市有財産
の無断借用に当たり、顧問弁護士に指摘されたように違
法性が極めて高い。状況の改善について聞きたい。 

〔答弁・市長〕昭和２８年開設当初、日光市の観光振興に

寄与することから出資した。昭和３８年から職員の福利
厚生の目的にて副主幹以上を対象に退職するまで名義書
換。法人会員登録料・年会費は個人負担。現在１４名が
利用している。８年後には整理できる予定。 

 

（稲葉の指摘）合併後の「新日光市」は観光、商業、農
業、工業のバランスの取れた地域づくりが大切。観光産
業を中心にこの地域を引っ張っていく意気込みが大切。
現在の年間予算は６１００万円。市からの補助金は年間
４５００万円。収益が約２００万円しか上がっていない
今の体質を改善する必要がある。収益事業はできないと
の認識は間違い。県文書学事課に確認したところ、社団
法人でも予算の５０％以内で収益事業ができるとのこ
と。新市観光協会は市民参加で稼げる態勢づくりを！ 

 

無所属・無派閥・市民党 地方から日本の政治を変えよう！ 

市庁舎玄関には

市庁舎全館禁煙

の張り紙が張ら

れている。 

 

２、合併協議会のあり方と審議内容、今後抱える問題について 
①実質的な審議がなされたとは思えないが、合併協 

議会に対する市長の認識は！？ 
〔答弁・助役〕３１回開催され、先日の藤原町での協議会で終了。 

① 社団法人化された現在、協会独自の収益事業をもっと
進めるべきと思うが、市の考えは？前議会で二百数十万
円の収益しか上がってないとの説明だったが、収益事業につ
いての考えをうかがいたい。〔答弁・観光商工課長〕あくまで
も付随的に収益を目的として行う事業。様々な制約もあり収益
事業が尐ない現状となっているが検討を進めてまいる考え。 

 



（２００円くらい）を取るべきでしょうか」と発言。日光に通じる道は無料が一番いいと思っている私には大きな驚 

きでした。道路行政についての市長の考えを伺いたい。 

〔答弁・建設課長〕自然と歴史とこれらに育まれた文化が豊かなこの日光が、これからの市町村合併に向かってさら 

なる発展を遂げるために、日光にふさわしい道路整備を進めていきたいと考えている。 

②地球環境に配慮している軽自動車の料金軽減（値下げ）措置をするべきでは！？ 
日光宇都宮道路が値下げになりました。普通車は４８％の割引率に対し、軽自動車はたったの２３％の割引率。地球環境、 

温暖化に配慮している軽自動車利用者に対してもっと料金軽減措置を取るべきであると考えるが市長の考えをうかがい 

たい。〔答弁・建設課長〕県道路公社に対し、ETC設置をはじめ、より利用しやすい道路環境を整えるべく努力します。 

５、日光市の防災、日光文化の振興のためエフエム日光（仮称）をはじめインターネットラジオ、インターネッ

トテレビ等を開設する必要があると考えるが市当局の考えをうかがいたい 

①コミュニティＦＭ・インターネットラジオ・インターネットテレビの進展は！？ 

 
 

 
 

〔答弁・総務課長〕現行の防災行政無線の活用を最優先に考えている。コミュニティＦＭの調査は行っていない。 

インターネット配信は地域興し、住民への情報提供に有効な手段のひとつであり今後の課題としたい。                 

６、日光は特色ある英語教育を行うべきであると考えるが市長の考えは？ 

①日光明峰高校をスーパーイングリッシュ・ランゲージ・ハイスクールとする県との協議は！？ 

 

 

 

 

 

 

②国際観光都市日光として、小学校の英語教育は！？  

韓国では小学校から週２時間の英語の授業が開始された。国際化の中で、また国際観光都市日光としてどのような 

小学校における英語教育をめざしているのか考えをうかがいたい。 

     〔答弁・教育長〕教育内容の改善のひとつとして「小学校段階における英語教育の充実」があり、中教審教育課程部 

    会において具体的な検討が進められている。 

③米国教師の視察について市議会に報告なし 
日米フルブライト委員会主催で米国教師が日光市内の小学校、中学校を視察したと聞いているが、市としてどのよ
うに受け入れたのか詳細（目的､期間､人員､会議内容､その他）をうかがいたい。また、日光市内のＰＴＡのみなさ
まと意見交換の場が設けられたと聞いているがどのような内容であったかうかがいたい。日光市の教育に責任ある
委員会である市議会教育民生常任委員会になんの相談・報告もないことははなはだ遺憾であります。どうして担当
委員会になんの報告もないのか。なんのための教育民生常任委員会かわからない。委員会として市民への報告責任
を果たすことができない。（今日１２月２５日現在、何の報告もありません。市民の税金からの支出は約３４万円） 

〔答弁・総務課長〕日光市としては、滞在中の学校訪問・ホームステイ先の募集等の補助として受入を行った。ＰＴ 

Ａとの懇談会は活発な意見交換を行うため、市職員・教職員の参加を認めなかった。 

    ◎受入期間 ６月 20 日～28 日 ◎受入人数 22 名 ◎歓迎会の目的 ホストファミリーとの対面・懇談会 

７、田母沢御用邸記念公園の夏季シーズンの開館時間延長と無休営業、県営駐車場の市への運営移管の件 
①県との協議経過はどのようになっているか！？〔答弁・観光商工課長〕栃木県において、平成 18 年 4 月 1 日より「指 

定管理者制度」を導入するとのことで、利用者増の時期の無休営業など柔軟な対応がなされるものと期待している。 

県営駐車場は、御用邸記念公園の一体化としての駐車場整備なので現時点では市へ運営移管は困難。 

８、 

 

 

 

  
９、匠庵の運営状況と隣接市駐車場の件について  

 

 

 

 

10、日光市総合会館の改修工事について  
利用者の立場に立った改修工事が必要であると指摘。（答弁省略）   

   

日光明峰高校をスーパーイングリッシュ・ランゲージハイスクールに認定
し特色ある英語教育の模範高校にすれば、市内の中学校も研究開発学校に
指定することができ、中学でも特色ある英語教育ができる。その後の県と
の協議がどのようになされたかうかがいたい。 

〔答弁・教育長〕県教育委員会によると、文部科学省より正式文書は届いて
いないが予定としては継続される。高校が希望すれば文部科学省が選定す
るとのこと。学校に打診したところ、「日光明峰高校」が新設されたばか
りである現状を考慮すると大変難しい状況であるとのこと。 

① 匠庵の経営内容の現状は！？経営内容と売り上げ把握は？ゲート
ボール場をつぶした駐車場は様子を見ているとのことだったが、
一般観光客用なら看板等の設置が必要。どのようになっているか
現状を聞きたい。 〔答弁・都市整備課長〕来客者数は増加し、
先日１０万人を超えた。市に対する使用料も滞りなく納付。 

 
 

(稲葉卓夫の指摘）匠庵は西町の活性化として計画さ
れたが地域の活性化になっているのか。地域のみな
さんの手作り小物でも販売したらよいのでは。建物
は市民の税金で建設。開店時には冷蔵庫４９万円、
そば釜４１万円、イス、テーブル等合計２７８万円
を市税で購入、無償貸与。家賃は売り上げ歩率５％。
平成15年度売り上げ約１８００万円で、年間賃料約
90万円（月75000 円）。平成16年は２２５８万円。
年間賃料約113万円（月約94000円）。税金を投入し
ているのであるから市民が納得できる契約と運営を。 
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日光市の防災無線は聞こえないという多くの市民の声がある。防災の観点や地域
興しの観点からコミュニティＦＭやインターネットラジオ、インターネットテレ
ビを活用すべきであると再三主張してきたが、この問題に対する市長の考えとそ
の後の進展についてうかがいたい。（新潟中越地震被災地を個人で視察して） 
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●もっと詳しい一問一答方式の議事録がありますので郵送いたします。電話50-3178かＦＡＸ50-3181稲葉まで皆さんのご意見を。 

 

 

①高校義務教育化について アメリカでは６歳から１８歳が義務教育になっており、日本の父母の教育費負担軽減を考 

えると義務教育化すべきであると考える。栃木県全体で９７.５％にも及んでおり、高校義務教育化を考える時期に来てい

ると思うが市長の考えをうかがいたい。〔答弁・教育長〕今後、国が教育基本法をはじめとする関係法令等の改正を行う際

には中教審の答申の趣旨並びにその他教育現場等からの幅広い意見を十分反映させることが極めて大切と考えている。 
 

 

高校への高い進学率、高等学校も義務教育化すべきであると考えるが、市長の考えをうかがいたい 

平成17年4月３０日訪問 

平成 17 年 7月 19 日 

 



都市計画税 

今市 16000  

藤原 14900 マイナス 5900   9000 

日光 16900 マイナス 6100   10800 

合計 47800     35800 

 

都市計画区域面積 

今市１９２２５ha 

のうち課税区域 818.2ha ４% 

 

 

市長の退職金、交際費（栃木市） 

 


